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研究成果の概要（和文）：特に2年目、3年目の国際ワークショップの開催が大きな成果であった。2年目は、
Asian Network for Free Elections: ANFRELの代表S, Ichal氏ら同ネットワークから3名を招聘し、東南アジア
の民主化、自由で公正な選挙実施のためのガバナンスつくり、市民社会・NGOの民主化に対する役割を主題とし
た内容で開催した。3年目の国際ワークショップは、シンガポールの南洋工科大学非伝統的安全保障センター所
長Mely C. Anthony教授ら、同コンソーシアム研究機関から3名を招聘して、非常事態における人道支援について
議論した。その他、科研研究グループで２冊の本を出版した。

研究成果の概要（英文）：I would like to explain the second and the third year research. I had the 
international workshop regarding democratization, free & fair elections for good governance, and the
 role of civil society & NGO for democracy in 2017. Next year, I invited Dr. Mely C.Anthony who is 
head of Non-Traditional Security Studies, Nanyang Technological University. The NTS center is 
composed of consortium from 21 institutions in Asia. AHC; Waseda University Institute of Asian Human
 Community has been one of members since 2009. We had the international workshop of "Complex 
Emergencies and Humanitarian Response" that invited three NTS consortium members. 
  We also achieved to publish our academic performances concerning The Basic Knowledge about Refugee
 Issue and The Conflict Prevention in Southeast Asia & Human Security. Those books were written by 
joint researchers in this project.

研究分野：国際関係論
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

1. 研究開始当初の背景 
（1）本研究は、「紛争予防ガバナンスの確立」
を目指した「アジア・ヒューマン・コミュニ
ティ」の創造であった。概して紛争研究は、
紛争の引金要因に注視しがちであるが、本研
究では紛争に至る政治安全保障、経済技術、
社会文化という三つの構造的、重層的要因か
ら紛争を俯瞰し、紛争の事前回避のシステム
（紛争予防ガバナンス）の確立を、東南アジ
ア地域、さらに同境界地域で展開される紛争
を事例にして、検証、考察をすることを目的
とした。 
（2）本研究の独創性は、アジア各地の研究
者ネットワーク、NGO ネットワークを縦横
に活かした「アジア・ヒューマン・コミュニ
ティ」の創造を模索することであった。これ
らのネットワークを通じて、ボトム・アップ
的アプローチを利用して、西欧を淵源とする
国境概念を客観的立場から見直することで、
紛争解決のオルタナティブの提示を試みよ
うとした。最後に、東南アジア地域の紛争を
境界地域（曼荼羅）紛争と捉え、改めて検証、
考察することを考えた。 
 
２. 研究の目的 
（1）本科研共同研究の目的は、「紛争予防ガ
バナンスの確立」を目指した「アジア・ヒュ
ーマン・コミュニティ」の創造である。紛争
要因が概して紛争の引金要因に注視されが
ちであるが、実際は国際関係や国家・社会の
構造的、重層的要因を背景に勃発している。 
（2）そこで、三つの視点から本研究を進め
ることにした。第 1が、政治安全保障的、経
済技術的、社会文化的要因の三つの構造的、
重層的視角から紛争を俯瞰すること。第 2に、
市民社会／非政府組織（NGO）ネットワーク
を活かした、ボトム・アップ的（仰瞰的）な
アプローチの手法を取ること。第 3に、東南
アジア地域の紛争を境界地域（曼荼羅）紛争
の視角から検証・考察すること。 
 
３．研究の方法 
（1）本研究の中心的機関である早稲田大学
地域・地域間機構 AHC（Asian Human 
Community）研究所と設立以来関係構築が
なされているシンガポールの南洋工科大学
ラジャトナム国際学センターの非伝統的安
全保障センター（Centre for Non-Traditional 
Security Studies: NTS）のアジア 20機関の
コンソーシアムとの連携を強化し、非伝統的
安全保障と人間の安全保障の視角を重視し
た研究手法を採用した。 
（2）市民社会・NGO の視角からは、アジア
11 カ国の NGO（研究者も所属）から構成され
るバンコクを本拠地とする ANFREL（Asian 
Network for Free Elections）との協力関係
を重視し、東南アジアの民主化、自由で公正
な選挙とガバナンスの関係のあり方を研究
することにした。 
 

４．研究成果 
（1）平成 27年（2015 年）度は、7月に特設
分野研究の助成採択が決定されたこともあ
り、夏期共同研究調査には代表者と分担者 2
名の計 3 名で東ティモール調査を実施した。
秋の学会報告では、日本国際政治学会東南ア
ジア分科会で研究報告を行った。その他、同
共同研究者の所属する学会で報告を行って
いる。2016 年 1 月には故人となったスリン・
ピッツワン元ASEAN事務局長の早稲田大学訪
問を機会に、同氏の講演会並びに本科研研究
者との意見交換会を実施した。 
（2）平成 28 年（2016 年）度は、本格的な共
同研究を実施した。8 月にインドネシア・バ
リ で 開 催 さ れ た Asian Electoral 
Stakeholder Forum Ⅲに当研究会から参加し
た。また、11月には、当研究会主催の国際ワ
ークショップ“Election and Civil Society 
in Asia: The Role of Free and Fair Election 
toward Peacebuilding”を開催し、ANFREL 代
表 Ichal Supriadi 氏をはじめ、ANFREL ネッ
トワークから他に2名を招聘して公開講座を
含めて議論する機会をつくった。 
 また、研究代表者、分担者、協力者が参加
する書籍を出版した。『難民を知るための基
礎知識』（滝澤三郎・山田満編、明石書店、
2017 年 1月）に関しては、出版記念シンポジ
ウムを開催し、「人間の安全保障」の視角か
ら難民問題の理解を広めた。『東南アジアの
紛争予防と「人間の安全保障」』（山田満編、
明石書店、2016 年 11 月）では、副題にある
ように、武力紛争、難民、災害、社会的排除
への対応と解決に向けた議論と問題提起を
行った。 
（3）平成 29 年（2017 年）度は、南洋工科大
学非伝統的安全保障センターとの共同国際
ワークショップを早稲田大学で実施した。同
センター長の Mely C.Anthony 教授らコンソ
ーシアムを組んでいる研究機関から3名を招
聘 し た 。“ Complex Emergencies and 
Humanitarian Responses”をテーマに、AHC
研究所研究員が参加し、報告者、討論者とし
て国際ワークショップを成功させた。その他、
2017 年実施のカンボジア地方選挙および東
ティモール国民議会選挙監視団に参加し、そ
の報告会を開催した。 
 
５．主な発表論文等 
（研究代表者、研究分担者及び連携研究者に
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